
平成17年度 社 会 保 障 費
――解説と分析――

国立社会保障・人口問題研究所 企画部

2007年（平成19年）10月26日「平成17年度社会保障給付費」を公表

した。本稿では平成17年度の解説と分析をおこなう。なお，研究所のホー

ムページで，配布資料全ページを公開している。公開形式はHTML形式と

エクセルファイルのダウンロード形式で，配布資料同様の内容もPDFファ

イルのダウンロード形式で提供されている。

第１部 解 説 編

Ⅰ 平成17年度社会保障給付費の概要

１ 平成17年度の社会保障給付費は87兆9,150

億円であり，対前年度増加額は１兆9,441億円，

伸び率は2.3％で，調査開始以来３番目の低さと

なった昨年度（2.0％）とほぼ同程度となった。

２ 社会保障給付費の国民所得比は，平成16年度

を0.22％上回る，23.91％と過去最高となった。

３ 国民１人当たりの社会保障給付費は68万

8,100円で，対前年度伸び率は2.2％であった。

４ 社会保障給付費を「医療」，「年金」，「福祉そ

の他」の部門別にみると，「医療」が28兆1,094

億円で総額に占める割合は32.0％，「年金」が46

兆2,930億円で同52.7％，「福祉その他」が13

兆5,126億円で同15.4％であった。

５ 医療」の対前年度伸び率は3.6％であった。

増加に最も影響を与えたのは，国民健康保険（寄

与率64.1％）で，次いで政管健保（寄与率

11.0％），組合健保（寄与率10.5％），老人保健

（寄与率8.2％）と，いずれの制度でも給付が増

加している。平成17年度は，診療報酬改定など，

給付額に影響を与える制度改正はなかったので，

これらは医療給付の自然増と考えられる。なお，

老人保健は，平成14年の医療保険改革によって

対象年齢の引き上げが行われ（平成17年10月

からは「73歳以上」から「74歳以上」に引き上

げ），受給者数は減少したが，総額では0.7％の

増加となった。

６ 年金」の対前年度伸び率は1.7％で，調査開

始以来最低だった平成15年度，２番目に低かっ

た平成16年度に次ぐ３番目の低さであった。増

加に最も影響を与えたのは，国民年金（寄与率

88.7％），次いで厚生年金保険（寄与率57.9％）

である。その一方，厚生年金基金等が減少した

（寄与率△37.7％）ことが全体の伸び率が低く

なった理由である。その背景には，厚生年金基

金の解散や代行返上により基金の給付（３階部

分）が減少したことがある。なお，公的年金給

付全般については，平成17年度は平成16年の

消費者物価指数の変動率が0.0％であったことに

より物価スライドが実施されなかったため，受

給者の増加が年金給付の増加につながる結果に

なっているものと考えられる。

７ 介護保険，児童手当，生活保護，雇用保険，

社会福祉などからなる「福祉その他」の対前年
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度伸び率は1.5％であった。増加に最も影響を与

えたのは，介護保険（寄与率119.4％），次いで

児童手当（寄与率20.1％），生活保護（寄与率

13.0％）である。介護保険は，4.4％の伸び率で

あり，平成17年10月より介護保険３施設（短

期入所を含む）などの居住費・食費について保

険給付の対象外とされたことなどにより，平成

15年度から平成16年度にかけての伸び率

（9.1％）より低い伸び率にとどまった。そして，

「福祉その他」全体の伸び率が1.5％と低かった

主な原因は，上述の通り，介護保険の伸び率が

低かったことに加え，雇用保険（寄与率△

44.9％），社会福祉（寄与率△12.5％）が減少し

たことである。雇用保険の減少は，景気回復の

影響により「失業・雇用対策」が減少したこと

が背景にある。また，社会福祉の減少は，「知的

障害者施設訓練等支援費負担金」，「公立保育所

運営費負担金相当額」などが増加した一方で，

「養護老人ホーム等保護費負担金」「介護予防・

地域支え合い事業費」などが減少したためであ

る 。

機能別（表２）で最も大きいのは老齢年金や老

人福祉サービス給付費などからなる「高齢」であ

り，43兆9,597億円，総額に占める割合は50.0％

であった。２番目に大きいのは医療保険や老人保

健などの医療給付などからなる「保健医療」であ

り，27兆5,067億円，総額に占める割合は31.3％

であった。これら上位２つの機能分類の合計が，

総額の81.3％を占めている。

対前年度比伸び率では「住宅」が5.6％と最も高

いが，増加額は少なく，給付費全体の伸びへの影

響は小さい。一方，給付費全体の伸びに最も影響

を与える「高齢」については1.8％，「保健医療」

については3.6％の伸びとなった。「失業」が対前

年度比で△6.9％と大きく減少している。また，「家

族」が対前年度比で5.0％増加している。この背景

としては，支援費制度施行を機に始まった「知的

障害者施設訓練等支援費等負担金」の増加や本年

度遡及改訂した公立保育所運営費負担金相当額の

増加などがある。（本年度の遡及改訂については，

後述参照）

Ⅱ 平成17年度社会保障財源の概要

１ 平成17年度の社会保障収入総額は117兆

5,220億円で，対前年度伸び率は19.0％であっ

た。なお，収入総額には，社会保障給付費の財

源に加えて，管理費および給付以外の支出の財

源も含まれる。

２ 大項目では「社会保険料」が54兆7,072億円

Winter ’07 平成17年度 社 会 保 障 費

表１ 部門別社会保障給付費

社会保障給付費 平成16年度 平成17年度
対前年度比

増加額 伸び率

億円 億円 億円 ％

計 859,709 879,150 19,441 2.3

（100.0) （100.0)

医療 271,454 281,094 9,640 3.6

（31.6) （32.0)

年金 455,188 462,930 7,742 1.7

（52.9) （52.7)

福祉その他 133,066 135,126 2,060 1.5

（15.5) （15.4)

介護対策（再掲) 56,289 58,795 2,506 4.5

（6.5) （6.7)

注）（ ）内は構成割合である。
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で，収入総額の46.6％を占めている。次に「税」

が30兆848億円で，収入総額の25.6％を占めて

いる。

３ 収入額の伸びを見ると，「資産収入」の増加が

大きく対前年度伸び率では169.2％となっている。

社会保障給付費において「資産収入」を計上し

ている制度は，年金制度を中心とした積立金を

保有する制度である。公的年金（厚生年金およ

び国民年金）の年金資金運用基金（平成18年４

月より年金積立金管理運用独立行政法人）によ

る運用状況は，平成16年度は低迷していた国内

株式市場が平成17年度には活況を呈し，厚生年

金の収益率が平成16年度の2.73％から平成17

年度の6.82％と大きく上昇した 。一方，厚生年

金基金については，国内株式市場の活況による

運用利回りの上昇（平成16年度4.69％→平成

17年度21.59％)により資産収入が大きく増加

した。その結果，平成17年度の「資産収入」が

大きく増加したものである。年金制度において

は「資産収入」の額は時価ベースで評価してい

ることにより，当該年度の市場環境に左右され

る傾向にある。

また，「社会保険料」「税」いずれも対前年度

比較で増加した。

社会保険料」については，事業主拠出が1,347

億円（0.5％増），被保険者拠出は8,184億円（3.0％

増）増加した。社会保険料の増加に最も影響を与

えた制度は，厚生年金（寄与率37.0％）と雇用保
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表２ 機能別社会保障給付費

社会保障給付費 平成16年度 平成17年度
対前年度比

増加額 伸び率

億円 億円 億円 ％

計 859,709 879,150 19,441 2.3

（100.0) （100.0)

高齢 431,922 439,597 7,675 1.8

（50.2) （50.0)

遺族 62,527 63,684 1,156 1.8

（7.3) （7.2)

障害 19,732 19,995 263 1.3

（2.3) （2.3)

労働災害 9,763 9,704 △ 58 △ 0.6

（1.1) （1.1)

保健医療 265,383 275,067 9,684 3.6

（30.9) （31.3)

家族 29,817 31,306 1,489 5.0

（3.5) （3.6)

失業 14,442 13,444 △ 998 △ 6.9

（1.7) （1.5)

住宅 3,130 3,305 175 5.6

（0.4) （0.4)

生活保護その他 22,993 23,048 56 0.2

（2.7) （2.6)

注）（ ）内は構成割合である。
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険（寄与率20.9％）である。この背景には各保険

料率の引き上げがある。厚生年金保険料率は，平

成17年10月１日より13.934％から14.288％へ引

き上げられ，雇用保険料率は，平成17年４月１日

より1.4％から1.6％へ引き上げられた。なお，被

保険者拠出の増加については，国民健康保険の増

加の寄与率が11.2％と大きく，この増加の大半は

退職者医療制度の被保険者拠出の増加だった。こ

の背景には老人保健の対象年齢の引き上げによる

退職者医療制度の対象者の増加があったと考えら

れる。

税」については，対前年度比で国は1.6％，地

方は10.5％増加した。国の増加に影響を与えたの

は，老人保健（寄与率86.6％），次いで厚生年金保

険（寄与率73.8％），国民年金（寄与率51.4％）

である。老人保健については，平成14年度の医療

制度改革により，老人保健の公費負担割合を，５

年間で３割から５割へと引き上げる途上であり，

平成17年10月には割合が42％から46％に引き上

げられた。厚生年金保険と国民年金については，

基礎年金国庫負担割合の引き上げの実施の影響が

現れていると考えられる。一方，全体で国の増加

が1.6％と微増にとどまった主因は，国民健康保険

（寄与率△124.6％）の減少がある。これは，制度

表３ 項目別社会保障財源

平成16年度 平成17年度
対前年度比

増加額 伸び率

億円 億円 億円 ％

計 987,382 1,175,220 187,838 19.0

(100.0) (100.0)

2

社会保険料 537,541 547,072 9,531 1.8

(54.4) (46.6)

事業主拠出 262,256 263,603 1,347 0.5

(26.6) (22.4)

被保険者拠出 275,285 283,469 8,184 3.0

(27.9) (24.1)

け

税 289,691 300,848 11,157 3.9

(29.3) (25.6)

国 217,012 220,521 3,509 1.6

(22.0) (18.8)

地方 72,679 80,327 7,648 10.5

(7.4) (6.8)

合

他の収入 160,149 327,300 167,151 104.4

(16.2) (

価

7.9)

資産収入 70,005 188,465 118,460 169.2

(7.1) (16.0)

その他 90,145 138,835 48,691 54.0

(9.1) (11.8)

注）１)( ）内は構成割

1

である。

２) 他の収入」については，厚生年金等にお

要

る積立金の運用収入は時

e

ベース

で評価していること等に留意する必

7

がある。
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改正により，「療養給付費等負担金」「保険基盤安

定繰入金（保険料軽減分）」「普通調整交付金」が

減少したからである。

地方の増加に影響を与えたのは，国民健康保険

（寄与率73.9％），次いで老人保健（寄与率

19.9％），介護保険（寄与率12.3％）である。国民

健康保険は，制度改正により「都道府県支出金」

の中の「保険基盤安定繰入金」が増加し，「都道府

県財政調整交付金」が新たに導入されたことの影

響と考えられる。老人保健は，国と同様，公費負

担の引き上げの影響である（老人保健の公費負担

の負担者別内訳は，国：都道府県：市区町村＝

４：１：１）。介護保険は，給付の増加に伴う「一

般会計繰入金」における「都道府県負担金」の増

加の影響である。

Ⅲ 遡及改訂の概要

５年ごとに過去に遡ってデータの見直しを行う

遡及作業を実施しているところであり，今回正に

その遡及作業の実施年度に当たるため，平成16年

度以前の社会保障給付については，平成17年度の

公表にあわせて，必要な見直しを行った。遡及期

間は平成元～16年度の間である。

平成16年度社会保障給付費においては，三位一

体の改革により平成16年度から公立保育所運営費

負担金が一般財源化されたため，統計上の制約か

らこれに係る給付費を集計の対象としなかったが，

平成17年度の公表資料から統計資料としての連続

性を尊重するため，過去に遡って推計値を含めて

集計することとした。

過去に遡り集計方法などの見直しを行った主な

変更部分と理由は以下の通りである。

＜平成16年度 社会保障給付費が増になった理

由＞

①社会福祉の児童保護費「公立保育所運営費負担

金相当額」を『医療以外の現物』へ追加（3,322億

円の増，福祉その他・家族）＊

②児童手当のその他支出・児童育成事業費補助金

「子育て支援情報ネットワーク事業」を『その他（給

付外）』から『医療以外の現物』へ変更（8,808万

円の増，福祉その他・家族）

③公衆衛生の保健衛生諸費・疾病予防対策事業費

等補助金・ポリオ生ワクチン２次感染対策事業費

「障害年金」を『管理費』から『年金』へ変更（555

万円の増，年金・障害）

＜平成16年度 社会保障給付費が減になった理

由＞

公衆衛生の検疫所・検疫所「その他」を『医療』

から『その他（給付外）』へ変更（82.7億円の減，

医療・保健医療）

＜平成16年度 社会保障財源の変化の理由＞

①社会福祉の児童保護費「公立保育所運営費負担

金相当額」の追加により『地方負担』へ計上（3,322

億円の増，税（地方））＊

②厚生年金保険の「解散厚生年金基金等徴収金」

を『他制度からの移転』から『その他収入』へ変

更（53,854億円の増，他の収入（その他））

＊印については平成16年度のみの更新。その他に

ついては平成元年からの更新。

注)厚生年金保険の「解散厚生年金基金等徴

収金」を『他制度からの移転』から『その他

収入』へ変更した理由は，ILO基準による『他

制度からの移転』は例えば基礎年金拠出金と

基礎年金交付金などのように，当該年度にお

いて『他制度への移転』が同時に発生するよ

うな資金の動きを二重計上しないように取扱

うものであることから，今回の遡及見直しで

「解散厚生年金基金等徴収金」はこうした趣旨

に合致しないと判断したため。

第２部 分 析 編

Ⅰ 高齢者関係給付費の動向

社会保障給付費」では昭和48年度以降，「高齢

者関係給付費」の集計・公表を行っている。この

高齢者関係給付費とは，主に高齢者を対象として

給付が行われる制度について集計を行ったもので

あり，「年金保険給付費」，「老人保健（医療分）給

付費」，「老人福祉サービス給付費」，および「高年

齢雇用継続給付費」からなっている。平成17年度

292  Vol.43 No.3季 刊 ・ 社 会 保 障 研 究



社会保障給付費ではこの高齢者関係給付費につい

て２点注目すべき動きがみられた。

第１は，高齢者関係給付費の伸び率が低い水準

にとどまったという点である。平成17年度の高齢

者関係給付費の伸び率は1.7％となっており，集計

以来最低となった平成15年度の1.5％に次ぐ低さ

となった。第2は，高齢者関係給付費の伸び率が

社会保障給付費全体の伸び率2.3％をも下回ったと

いう点である。この結果，社会保障給付費に占め

る高齢者関係給付費の割合は，計測以来初めて前

年度を下回り，平成16年度の70.6％から70.2％

に低下することとなった。そこで以下では，高齢

者関係給付費の伸び率が鈍化した背景について考

えることにする。

先に述べた通り，高齢者関係給付費は「年金保

険給付費」，「老人保健（医療分）給付費」，「老人

福祉サービス給付費」，および「高年齢雇用継続給

付費」の４つからなるが，平成15年度から平成17

年度にかけての各項目の給付費等の推移をまとめ

たものが表４である。表中には平成15年度から平

成16年度にかけての増加率と，平成16年度から

平成17年度にかけての増加率を掲載してあるが，

両者の差額である増加率の変動に着目すると，「年

金保険給付費」が微増，「老人保健（医療分）給付

費」がマイナスからプラスに転じているのに対し，

「老人福祉サービス給付費」の増加率が10.36％か

ら2.19％へと8.17ポイント低下していることが分

かる。「老人福祉サービス給付費」の大半が介護保

険制度であることを考慮すると，介護保険給付費

の伸び率の低下が高齢者関係給付費の伸び率低下

の一因であることが示唆される。

さて，個別制度の増加率の変動が高齢者関係給

付費全体の増加率の変動に対してどの程度の影響

を与えるかは，増加率の変動とともに，当該制度

が高齢者関係給付費に占める割合（構成比）にも

依存することになる。そこで，高齢者関係給付費

の増加率の変動を，①増加率の変動，②構成比の

変動，および③残差の３つに分解し，それぞれの

寄与率を計算した結果が表４の寄与率である 。

高齢者関係給付費の伸び率低下に寄与した項目

としては，厚生年金保険（寄与率93.71％），介護

保険（同74.22％），社会福祉（同69.23％）の３

つが大きく，いずれの制度でも増加率の低下が大

きく影響している 。このうち，厚生年金保険に関

しては受給者数の伸び率が鈍化したことが影響し

ていると思われる 。また，介護保険に関しては平

成17年10月に行われた制度改正が影響している

と考えられるが，この点については次節で述べる。

最後に，社会福祉に関しては，平成17年度に行わ

れた三位一体改革の中で「養護老人ホーム等保護

費負担金」が一般財源化されたことにより，費用

計上されなくなったことが増加率低下の主因と考

えられる。

Ⅱ 介護保険の動向

１ 介護保険制度改正（平成17年10月改正）

の概要

先に述べた通り，高齢者関係給付費の伸び率が

低下した１つの理由として，介護保険給付費の伸

び率の低下が挙げられる。また，その背景には平

成17年に行われた介護保険制度改革の影響が存在

していると考えられる。

平成12年４月に発足した介護保険制度は，介護

保険法附則第２条に基づき，制度全般について検

討が行われ，平成17年６月に「介護保険法等の一

部を改正する法律」が公布され，制度発足後はじ

めてとなる大きな制度改正が行われた。制度改正

は段階的に行われ，多くは平成18年４月１日施行

となっているが，施設給付の見直しについては平

成17年10月１日に施行されている（以下，平成

17年10月改正と呼ぶ）。

平成17年10月改正の主な内容は以下の２点で

ある。第１に，在宅と施設の給付と負担の公平性，

および介護保険給付と年金給付との調整の観点か

ら，介護保険施設等における居住費（滞在費）お

よび食費が保険給付の対象外とされた。具体的に

は，介護保険施設と短期入所において，それまで

包括的に評価されていた「居住（滞在）に要する

費用」を介護報酬から控除するかたちで介護報酬

の再設定が行われた。また，介護保険施設，短期

入所における基本食事サービス費，通所サービス
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表
４

高
齢
者
関
係
給
付
費
の
推
移
（
平
成
15
年
度
～
平
成
17
年
度
)

給
付
費
（
千
円
)

増
加
率
（
％
)

構
成
比
（
％
)

寄
与
率
（
％
)

平
成
15
年
度

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

Ｈ
15
→
Ｈ
16

Ｈ
16
→
Ｈ
17

変
動

Ｈ
15

Ｈ
16

変
動

増
加
率

構
成
比

残
差

計

高
齢
者
関
係
給
付
費

59
,3
17
,7
77

60
,6
53
,6
67

61
,7
07
,8
89

2.
25

1.
74

-0
.5
1

10
0.
00

10
0.
00

0.
00

-
-

-
-

年
金
保
険
給
付
費

42
,9
95
,8
71

43
,8
14
,3
37

44
,6
68
,9
54

1.
90

1.
95

0.
05

72
.4
8
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.2
4

-0
.2
5

-6
.6
2

0.
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0.
02

-5
.6
8

厚
生
年
金
保
険

20
,8
14
,0
05
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,5
38
,0
42

21
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,2
53

3.
48

2.
08

-1
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0

35
.0
9

35
.5
1

0.
42

95
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1

-2
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5

1.
14
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1
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等

2,
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0,
60
8
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7,
63
0
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5,
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9

-2
1.
43

-1
6.
16

5.
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3.
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0
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国
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13
,3
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,4
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,0
39

14
,6
09
,7
43
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43

4.
93

0.
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.4
8
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.9
5

0.
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-2
1.
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-4
.1
2

-0
.4
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-2
6.
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農
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.2
6

0.
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4.
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0.
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2
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0
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1
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0.
44
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0.
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4,
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8
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0,
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3

4,
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8,
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2

0.
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0.
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0.
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1
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6
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7
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39

-1
4.
92

11
.7
7

14
5.
23
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2
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3,
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7
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6,
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9
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9
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4.
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9.
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65

0.
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0
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0
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3
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3
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2

2
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7
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0.
00

0.
00

雇
用
保
険

1,
19
2

1,
29
0

1,
38
9

8.
14

7.
71

-0
.4
3

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

0.
00

国
家
公
務
員
共
済
組
合

62
77

65
24
.3
3

-1
4.
57
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における食事提供加算がそれぞれ廃止されること

となった。第２に，低所得者については「負担上

限額」を設定し，介護保険から一定の補足給付（特

定入所者介護サービス費の支給）を行うこととなっ

た。

２ 介護保険給付費の動向

さて以上の制度改正は介護保険給付費にどのよ

うな影響を与えたのであろうか。以下では，国民

健康保険中央会がホームページ上で公開している

月次データを用いて，介護給付費等の推移につい

て観察することにする 。

表５は平成15年４月サービス分から平成18年

３月サービス分までを対象として，介護保険給付

費の推移を示したものである。表には，各時点に

おける（１日当たり）介護保険給付費，介護保険

給付費の対前年同月比（増加率），および対前年同

月比の変動がそれぞれ示してある。表５より次の

３点を指摘することができる。

第１に，平成17年10月以降，施設給付費が大

きく減少していることがみてとれる。このことは

対前年同月比でみるとより明瞭に表れる。すなわ

ち，施設給付全体でみると，平成17年９月サービ

ス分までは，対前年同月比で一貫してプラスであっ

たのが，平成17年10月以降マイナスに転じてい

る。これは平成17年10月改正によって，施設入

所に係わる居住費・食費が保険給付の対象外となっ

たことが影響していると考えられる 。

第２に，介護療養型医療施設に関しては，平成

17年10月以前から保険給付費が減少に転じている

ことが注目される。先ほどと同様に対前年同月比

でみると，平成16年10月時点ですでにマイナス

に転じていることが分かる。この背景には介護療

養型医療施設自体の他施設への転換があるものと

考えられる 。

第３に，対前年同月比の変動を見ると，平成17

年９月以前においても全体的に増加率が低下して

いることが分かる。特に，居宅サービスについて

は，平成17年度の対前年度同月比は全ての月にお

いて前年度の増加率を下回っていることが分かる。

介護保険制度は発足以降，高い給付の伸び率を見

せてきたが，それを牽引してきたのは要介護認定

率の上昇であり，居宅サービス利用者の増加であっ

た。しかしながら，施行後６年間を経て制度の普

及・定着とともに，居宅サービスの伸び率も年々

低下してきており，平成17年度以降もこの動きが

継続しているものと考えられる。

介護保険給付費の伸び率低下の背景には，主と

してこれら３つの要因が存在すると考えられる。

ところで，平成17年10月改正は介護保険による

公的保障の縮小，あるいは，利用者負担の拡大に

よる私的保障の拡大と考えることができるが，こ

れらの変化は施設利用にどのような影響を与えた

のであろうか。この点について検討するために，

１人当たり保険給付額を次のように分解する。

１日当たり保険給付額

＝（日数╱月日数)×(保険給付費╱日数）

＝（１日当たり利用者数）

×（利用者１人当たり・１日当たり給付額）

ここで「日数」とは各サービスの利用者延べ人数

を表していることから，第１項を１日当たり利用

者数，第２項を利用者１人当たりの１日当たり給

付額とそれぞれ考えることができる。図１，図２

は施設サービスについて，１日当たり利用者数と

利用者１人当たり給付額の推移をまとめたもので

ある。

まず１日当たりの利用者１人当たり給付額につ

いてみてみると，当然のことながら，平成17年10

月以降，低下していることが分かる（図１参照）。

仮に居住費・食費が制度改正前後で変わらないと

すると，利用者は両者の差額相当を追加的に負担

することになったと考えられる。平成17年９月と

同年10月との比較では，介護老人福祉施設で約

800円，介護老人保健施設，介護療養型医療施設で

約1000円，１日当たりの利用者負担が増加したこ

とになる 。

次に１日当たり利用者数についてみてみる（図

２参照）。介護療養型医療施設については緩やかな

減少傾向が見られ，先述したように，介護療養型

医療施設の他施設への転換が背景にあると考えら
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表
５

介
護
保
険
給
付
費
の
推
移
（
平
成
15
年
４
月
～
平
成
18
年
３
月
サ
ー
ビ
ス
分
)

年
月

保
険
給
付
額
（
10
0
万
円
╱
日
)

居
宅
計

施
設
計

合
計

特
養

老
健

療
養
型

対
前
年
同
月
比
増
加
率
（
％
)

居
宅
計

施
設
計

合
計

特
養

老
健

療
養
型

対
前
年
同
月
比
増
加
率
の
変
動
（
％
)

居
宅
計

施
設
計

合
計

特
養

老
健

療
養
型

平
成
15
年

４
月

5,
38
0

7,
12
9

3,
10
4

2,
40
5

1,
62
1

13
,0
71

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

（
20
03
年
）

５
月

5,
50
9

7,
28
2

3,
16
3

2,
43
0

1,
68
9

13
,3
51

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

６
月

5,
66
3

7,
27
7

3,
14
4

2,
44
6

1,
68
7

13
,5
28

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

７
月

5,
77
9

7,
42
4

3,
21
8

2,
49
0

1,
71
5

13
,7
79

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

８
月

5,
60
3

7,
41
4

3,
21
0

2,
49
4

1,
71
1

13
,5
97

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

９
月

5,
95
0

7,
44
2

3,
21
7

2,
50
5

1,
72
0

13
,9
99

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

10
月

6,
05
5

7,
44
8

3,
22
8

2,
50
2

1,
71
8

14
,0
99

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

11
月

5,
82
4

7,
40
8

3,
20
6

2,
49
8

1,
70
4

13
,8
47

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

12
月

5,
92
8

7,
49
7

3,
23
5

2,
54
0

1,
72
2

14
,0
29

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

平
成
16
年

１
月

5,
64
8

7,
48
6

3,
22
8

2,
53
5

1,
72
3

13
,7
34

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

（
20
04
年
）

２
月

6,
07
0

7,
54
2

3,
24
0

2,
56
3

1,
74
0

14
,2
53

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

３
月

6,
29
7

7,
56
4

3,
25
2

2,
57
9

1,
73
3

14
,4
70

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

４
月

6,
44
3

7,
58
4

3,
29
1

2,
56
9

1,
72
4

14
,6
66

19
.8

6.
4

6.
0

6.
8

6.
4

12
.2

-
-

-
-

-
-

５
月

6,
26
3

7,
61
2

3,
32
4

2,
56
8

1,
72
1

14
,5
05

13
.7

4.
5

5.
1

5.
7

1.
9

8.
6

-
-

-
-

-
-

６
月

6,
70
8

7,
61
1

3,
30
5

2,
58
5

1,
72
1

14
,9
78

18
.4

4.
6

5.
1

5.
7

2.
0

10
.7

-
-

-
-

-
-

７
月

6,
68
2

7,
72
4

3,
35
4

2,
63
6

1,
73
3

15
,0
49

15
.6

4.
0

4.
2

5.
8

1.
1

9.
2

-
-

-
-

-
-

８
月

6,
56
9

7,
75
3

3,
37
1

2,
64
7

1,
73
5

14
,9
66

17
.2

4.
6

5.
0

6.
1

1.
5

10
.1

-
-

-
-

-
-

９
月

6,
78
8

8,
01
2

3,
48
4

2,
73
5

1,
79
3

15
,4
65

14
.1

7.
7

8.
3

9.
2

4.
3

10
.5

-
-

-
-

-
-

10
月

6,
69
5

7,
75
8

3,
38
9

2,
64
0

1,
73
0

15
,1
07

10
.6

4.
2

5.
0

5.
5

0.
7

7.
2

-
-

-
-

-
-

11
月

6,
95
6

7,
76
7

3,
39
0

2,
65
1

1,
72
6

15
,3
99

19
.4

4.
9

5.
7

6.
2

1.
3

11
.2

-
-

-
-

-
-

12
月

6,
75
5

7,
79
9

3,
40
7

2,
67
5

1,
71
7

15
,2
11

13
.9

4.
0

5.
3

5.
3

-0
.3

8.
4

-
-

-
-

-
-

平
成
17
年

１
月

6,
42
5

7,
76
1

3,
39
2

2,
66
1

1,
70
8

14
,8
39

13
.8

3.
7

5.
1

5.
0

-0
.8

8.
0

-
-

-
-

-
-

（
20
05
年
）

２
月

6,
94
3

7,
85
5

3,
42
7

2,
71
1

1,
71
7

15
,5
18

14
.4

4.
1

5.
8

5.
8

-1
.3

8.
9

-
-

-
-

-
-

３
月

6,
91
2

7,
78
4

3,
39
1

2,
69
2

1,
70
1

15
,3
57

9.
8

2.
9

4.
3

4.
4

-1
.8

6.
1

-
-

-
-

-
-

４
月

7,
07
3

7,
79
6

3,
42
1

2,
68
2

1,
69
3

15
,5
55

9.
8

2.
8

4.
0

4.
4

-1
.8

6.
1

-1
0.
0

-3
.6

-2
.1

-2
.4

-8
.2

-6
.1

５
月

7,
05
7

7,
91
4

3,
51
1

2,
71
3

1,
69
1

15
,6
48

12
.7

4.
0

5.
6

5.
6

-1
.7

7.
9

-1
.0

-0
.6

0.
5

0.
0

-3
.6

-0
.8

６
月

7,
46
4

7,
91
7

3,
49
5

2,
73
4

1,
68
8

16
,0
86

11
.3

4.
0

5.
7

5.
8

-1
.9

7.
4

-7
.2

-0
.6

0.
6

0.
1

-3
.9

-3
.3

７
月

7,
26
5

8,
04
3

3,
56
3

2,
78
6

1,
69
3

15
,9
94

8.
7

4.
1

6.
2

5.
7

-2
.3

6.
3

-6
.9

0.
1

2.
0

-0
.1

-3
.4

-2
.9

８
月

7,
39
9

8,
03
6

3,
55
6

2,
79
4

1,
68
6

16
,1
22

12
.6

3.
6

5.
5

5.
6

-2
.8

7.
7

-4
.6

-0
.9

0.
4

-0
.6

-4
.3

-2
.3

９
月

7,
50
8

8,
02
2

3,
55
7

2,
79
4

1,
67
2

16
,2
46

10
.6

0.
1

2.
1

2.
1

-6
.8

5.
0

-3
.5

-7
.5

-6
.2

-7
.1

-1
1.
0

-5
.4

10
月

7,
20
7

7,
16
8

3,
22
1

2,
47
9

1,
46
7

15
,0
73

7.
7

-7
.6

-4
.9

-6
.1

-1
5.
2

-0
.2

-2
.9

-1
1.
8

-9
.9

-1
1.
6

-1
5.
8

-7
.4

11
月

7,
43
9

7,
37
1

3,
35
2

2,
52
0

1,
49
9

15
,5
33

6.
9

-5
.1

-1
.1

-4
.9

-1
3.
1

0.
9

-1
2.
5

-1
0.
0

-6
.9

-1
1.
1

-1
4.
4

-1
0.
3

12
月

7,
12
7

7,
31
1

3,
32
8

2,
52
8

1,
45
5

15
,1
37

5.
5

-6
.3

-2
.3

-5
.5

-1
5.
3

-0
.5

-8
.4

-1
0.
3

-7
.6

-1
0.
8

-1
5.
0

-8
.9

平
成
18
年

１
月

6,
82
9

7,
32
3

3,
31
5

2,
53
5

1,
47
4

14
,8
43

6.
3

-5
.6

-2
.3

-4
.7

-1
3.
7

0.
0

-7
.5

-9
.3

-7
.4

-9
.7

-1
2.
9

-8
.0

（
20
06
年
）

２
月

7,
46
1

7,
43
0

3,
34
9

2,
57
3

1,
50
8

15
,6
53

7.
5

-5
.4

-2
.3

-5
.1

-1
2.
1

0.
9

-6
.9

-9
.6

-8
.1

-1
0.
9

-1
0.
8

-8
.0

３
月

7,
44
9

7,
36
5

3,
35
2

2,
56
9

1,
44
4

15
,5
11

7.
8

-5
.4

-1
.1

-4
.5

-1
5.
2

1.
0

-2
.0

-8
.3

-5
.4

-8
.9

-1
3.
3

-5
.1

注
）
合
計
欄
は
居
宅
計
，
施
設
計
，
お
よ
び
居
宅
介
護
支
援
の
合
計
。

出
所
）
国
民
健
康
保
険
中
央
会
「
介
護
給
付
費
の
状
況
」
よ
り
作
成
。
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れる。一方で，介護老人福祉施設，介護老人保健

施設については，平成17年10月に一時的に減少

しているものの，翌月には回復し，その後安定的

に推移している。このことから判断すると，平成

17年10月改正が施設利用者数全体に与えた影響

は限定的と思われる。

このように，介護保険制度全体でみると，平成

17年10月改正による施設利用の縮小は限定的なも

のにとどまっていると考えられるが，同改正が実

際の各種施設の利用状況に影響を与えた可能性は

出所）表５に同じ。

図１ 利用者１人当たり給付額の推移

出所）表５に同じ。

図２ １日当たり利用者数の推移
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否定できない。特に，介護老人福祉施設，介護老

人保健施設の２施設に関しては，１日当たり利用

者数が平成17年10月に一時的に減少しており，

１つの理由としては一部の施設入所者が退所した

可能性が考えられる 。したがって，平成17年10

月改正は保険財政に影響を与えると同時に，介護

施設利用者の受給状況の変化によってサービス分

配面へも影響を与えた可能性がある。今後，保険

財政に与えた影響については当然のことながら，

分配面に与えた影響についても留意しながら，制

度改正の評価を行っていく必要がある。

本文の表章で「△」は減少数（率），「－」は計

数のない場合を表わす。

注
1) 知的障害者施設訓練等支援費等負担金」が
増加した背景には，平成17年度において平成16
年度の精算分（12,812百万円）が交付されたこ
ととサービス利用者の伸びがある。次に，「公立
保育所運営費負担金相当額」は，平成16年度以
降，公立保育所運営費負担金の一般財源化に伴
い地方自治体が負担している額を推計したもの
であるが，平成16年度（3,322億円）から平成
17年度（3,652億円）にかけて増加している。
最後に「養護老人ホーム等保護費負担金」につ
いては，平成17年度に一般財源化されて社会保
障給付費に計上されなくなったものであり，「介
護予防・地域支え合い事業費」はその事業の一
部（緊急通報体制等整備事業等）が一般財源化
されたことにより減少している。
2) 厚生労働省「平成17年度厚生年金保険及び
国民年金における年金積立金運用報告書」。
3) 厚生年金基金の財政状況」（平成17年度決
算結果）。
4) 具体的には，高齢者関係給付費全体の増加率
μの変動Δμを
Δμ＝∑ ･Δμ＋Δ ･μ＋Δ ･Δμ

として分解した。ただし， は制度 のウエイ
ト，μは制度 の増加率，Δは各変数の変動を
表している。表中「寄与率」欄に掲載されてい

る「増加率」，「構成比」，および「残差」は，そ
れぞれ上式の右辺第１項，第２項，第３項を高
齢者関係給付費全体の増加率の変動Δμで除し
たものである。
5) ここで考えているのは高齢者関係給付費の伸
び率が低下した要因であるが，増加率自体が低
い水準にとどまった要因としては他にも幾つか
の理由が考えられる。特に重要な点としては，
①厚生年金基金の解散，②老人保健対象年齢の
引き上げ，の２点が挙げられる。
6) 各年度末現在の厚生年金受給者数（旧共済除
く）は平成15年度2,054万人，平成16年度
2,153万人，平成17年度2,238万人となってお
り，受給者数の増加率は4.82％（平成15年度→
平成16年度）から3.95％（平成16年度→平成
17年度）に下落している（社会保険庁「平成17
年度社会保険事業の概況」より）。
7) 国民健康保険中央会（http://www.kokuho.
or.jp/）
8) 表５には示していないが，短期入所サービス
についても同様の現象がみられる。
9) 介護療養型医療施設に関しては，平成16年
10月から平成17年10月にかけて，施設数が
3,717施設から3,400施設に，病床数が138,942
床から129,942床へそれぞれ減少している（厚
生労働省「介護サービス施設・事業所調査（平
成17年版）」より）。

10) 実際には食費・居住費は施設と利用者の契約
によって決められるため，制度改正前後で食費・
居住費が変化する可能性は十分にある。また，
平成17年10月サービス分以降の保険給付額に
は低所得者に対する補足給付（特定入所者介護
サービス費）が含まれていることにも留意する
必要がある。

11) 厚生労働省がまとめた退所者調査によると，
①介護保険施設から自宅へ退所した事例，②特
別な室料等を徴収している介護老人保健施設か
ら他施設へ移った事例，③ユニット型個室から
多床室へ移った事例，などが報告されている（『週
刊社会保障』，2006年９月25日）。

（ひがし・しゅうじ 企画部長）
（かつまた・ゆきこ 情報調査分析部長）
（よねやま・まさとし 企画部第１室長）

（きくち・じゅん 企画部研究員）
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NG R 1 0 6 5 0 更新2 6 回 2 0 0 7 年1 2 月1 1 日 1 頁

海外 動向

はじめに

平成 19年 10月 26日に公表した平成 17年度社

会保障給付費では例年のようにOECD基準の社会

支出の国際比較を掲載した。直近のデータが 2003

年であり去年と変わらなかったものの、基礎とな

るOECDデータベースの更新と国民所得値と国内

総生産値の更新によって前回の数値から若干の更

新があったことに留意する必要がある。平成 17年

度社会保障給付費【付録】国際比較において引用

されたOECDデータは昨年と資料名が異なり

Social Expenditure Database 2007editionである。

以下では、平成 17年度社会保障給付費で掲載した

各国のバックデータを掲載する。そして前年の 2006

年度版からの更新部分について解説する。また、

日本については、OECDに提出した詳細表を 2002

～2003年度について掲載する。日本の詳細表は、

2000～2001年度については本誌No.149動向に掲

載済みであり、今回は 2002～2003年度について掲

載した。

１.OECD社会支出データベース2007edition

（OECD SOCX 2007edition）

OECDの社会支出データベースはホームページ

上で公開されている1）。

OECDの社会支出は次の三層構造から成り立っ

ている。

① Public Social Expenditure（公的支出）：資金

の管理が政府および社会保障基金

②Mandatory Private Social Expenditure（義務

化されている私的社会支出）：管理が非政府機

関で法的奨励または強制を伴う支出

③Voluntary Private Social Expenditure（任意

私的支出）：管理が非政府機関で義務化はされ

ていない支出

社会保障給付費の【付録】国際比較で日本と諸

外国については①と②を合計したベースを基礎と

して公表している。表 1は日本の公的社会支出

（①）、表 2は日本の義務化されている私的社会支

出（②）である。以下の日本のデータは、同デー

タベースに掲載された日本表について翻訳したも

のである（表 1、表 2）。

２.OECD SOCX 2006editionから2007editionへ

の変更点

【付録】OECD基準の社会支出の数値が前年公表

資料と今年（平成 17年度）と異なっている。この

背景について解説する。

まず、公表資料（37ページ）の日本の社会保障

支出の推移については 1997年度の「家族」の数値

が更新されたことにより 1997年度の総額が変更に

なっている。その理由は、SOCX 2007editionより

加えられた就学前教育費のデータ（家族の差額）

について、OECDの判断ですべての国において 1998

－ －79
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―SOCX 2007editionのデータについて―
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表１ 日本の公的社会支出

（百万円）

区 分 2002年度 2003年度

高 齢 38,616,143  40,154,680
現 金 給 付 33,771,212  34,809,846
退 職 年 金 33,700,935  34,735,734
国 民 年 金 11,260,205  11,902,119
厚 生 年 金 保 険 16,711,305  17,037,727
農 林 漁 業 共 済 組 合 488,829  548,724
私 学 共 済 179,901  189,951
船 員 保 険 2,391  2,169
国 家 公 務 員 共 済 1,356,492  1,345,529
旧 公 共 企 業 体 1,527  1,692
地 方 公 務 員 共 済 3,564,455  3,584,672
旧 令 共 済 9,425  8,869
国 家 公 務 員 恩 給 51,364  46,738
地 方 公 務 員 恩 給 75,041  67,544

早 期 退 職 年 金 － －

そ の 他 の 現 金 給 付 70,277  74,113
厚 生 年 金 保 険 12,396  11,835
国 民 年 金 20  25
農 林 漁 業 共 済 組 合 33  34
私 学 共 済 311  287
国 家 公 務 員 共 済 198  168
旧 公 共 企 業 体 12  1
地 方 公 務 員 共 済 21  26
介 護 保 険 57,286  61,738

現 物 給 付 4,844,931  5,344,834
介護、ホームヘルプサービス 4,844,931  5,344,834
社 会 福 祉1)

158,748  157,747
社 会 福 祉2)

0  0
社 会 福 祉3)

152  133
介 護 保 険 4,658,048  5,150,806
生 活 保 護 27,983  36,148

そ の 他 の 現 物 給 付 － －

遺 族 6,194,699  6,277,961
現 金 給 付 6,085,710  6,166,715
遺 族 年 金 5,969,205  6,051,281
国 民 年 金 138,909  135,427
戦 争 犠 牲 者 1,220,670  1,150,854
厚 生 年 金 保 険 3,511,700  3,638,161
農 林 漁 業 共 済 組 合 21,697  11,645
私 学 共 済 29,443  30,658
国 家 公 務 員 共 済 319,401  327,726
旧 公 共 企 業 体 29,951  32,896
地 方 公 務 員 共 済 689,741  716,732
旧 令 共 済 5,064  4,510
船 員 保 険 2,628  2,671
公 衆 衛 生 0  0

－ －80



 

NG R 1 0 6 5 0 更新2 6 回 2 0 0 7 年1 2 月1 1 日 3 頁

海外 動向

OECD SOCXの更新について

区 分 2002年度 2003年度

そ の 他 の 現 金 給 付 116,505  115,434
戦 争 犠 牲 者 109,937  109,116
国 民 年 金 6,486  6,293
農 林 漁 業 共 済 組 合 24  0
私 学 共 済 3  5
国 家 公 務 員 共 済 49  19
旧 公 共 企 業 体 7  2
公 衆 衛 生 0  0

現 物 給 付 108,989  111,245
埋 葬 費 108,832  111,123
政 府 管 掌 健 康 保 険 20,997  21,706
組 合 管 掌 健 康 保 険 15,518  14,935
国 民 健 康 保 険 54,183  56,641
船 員 保 険 647  623
私 学 共 済 1,932  1,929
労 災 保 険 2,224  2,338
国 家 公 務 員 共 済 4,838  4,714
旧 公 共 企 業 体 0  0
地 方 公 務 員 共 済 8,415  8,159
国 家 公 務 員 災 害 補 償 17  33
地 方 公 務 員 災 害 補 償 62  46
旧 公 共 企 業 体 業 務 災 害 0  0

そ の 他 の 現 物 給 付 156  122
戦 争 犠 牲 者 156  122

障 害、業 務 災 害、傷 病 3,386,903  3,359,161
現 金 給 付 2,923,371  2,883,692
障 害 年 金 1,674,795  1,685,797
国 民 年 金 1,317,800  1,329,428
厚 生 年 金 保 険 298,842  297,485
農 林 漁 業 共 済 組 合 1,802  1,275
私 学 共 済 1,897  1,924
国 家 公 務 員 共 済 12,240  12,095
旧 公 共 企 業 体 共 済 5,824  5,557
地 方 公 務 員 共 済 34,866  36,396
旧 令 共 済 43  36
公 衆 衛 生 1,480  1,600

年 金（業 務 災 害） 476,141  474,416
船 員 保 険 851  904
国 家 公 務 員 共 済 4,094  4,108
地 方 公 務 員 共 済 6,671  6,629
国 家 公 務 員 災 害 補 償 6,812  6,963
地 方 公 務 員 災 害 補 償 17,118  16,360
旧 公 共 企 業 体 業 務 災 害 6,608  6,425
労 災 保 険 433,987  433,027

休 業 給 付（業 務 災 害） 125,332  122,913
船 員 保 険 471  390
労 災 保 険 122,765  120,440
国 家 公 務 員 災 害 補 償 1,538  1,477
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区 分 2002年度 2003年度

地 方 公 務 員 災 害 補 償 534  580
旧 公 共 企 業 体 業 務 災 害 23  25

休 業 給 付（傷 病 手 当） 241,625  236,476
政 府 管 掌 健 康 保 険 143,089  133,205
組 合 管 掌 健 康 保 険 81,638  85,699
船 員 保 険 3,650  3,525
私 学 共 済 1,732  1,830
国 家 公 務 員 共 済 2,155  2,149
旧 公 共 企 業 体 0  0
地 方 公 務 員 共 済 7,580  8,335
旧 令 共 済 1,781  1,733

そ の 他 の 現 金 給 付 405,478  364,090
厚 生 年 金 保 険 350  386
戦 争 犠 牲 者 554  501
農 林 漁 業 共 済 組 合 0  0
私 学 共 済 0  0
労 災 保 険 353,632  312,185
国 家 公 務 員 災 害 補 償 1,162  1,428
地 方 公 務 員 災 害 補 償 3,420  3,246
社 会 福 祉 46,140  46,161
公 衆 衛 生 219  183

現 物 給 付 463,532  475,470
介護、ホームヘルプサービス 227,765  239,543
労 災 保 険 5,741  7,180
国 家 公 務 員 災 害 補 償 13  10
地 方 公 務 員 災 害 補 償 1,225  3,611
旧 公 共 企 業 体 業 務 災 害 0  0
社 会 福 祉 220,785  228,742

復帰支援（リハビリテーション） 55  33
社 会 福 祉 55  33

そ の 他 の 現 物 給 付 235,712  235,894
社 会 福 祉 234,993  234,877
公 衆 衛 生 719  1,017

保 健 29,907,136  30,393,243
現 金 給 付 － －

現 物 給 付 29,907,136  30,393,243

家 族 3,666,327  3,684,877
現 金 給 付 1,487,929  1,502,083
家 族 手 当 906,004  924,189
児 童 手 当 441,096  444,941
社 会 福 祉4)

81,243  83,847
社 会 福 祉5)

383,665  395,401
出 産、育 児 休 業 579,562  575,503
政 府 管 掌 健 康 保 険 171,342  165,234
組 合 管 掌 健 康 保 険 157,805  154,882
国 民 健 康 保 険 77,829  77,005
船 員 保 険 412  381
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区 分 2002年度 2003年度

私 学 共 済 5,807  5,886
国 家 公 務 員 共 済 18,409  18,469
旧 公 共 企 業 体 0  0
地 方 公 務 員 共 済 75,983  76,172
雇 用 保 険 71,975  77,475

そ の 他 の 現 金 給 付 2,364  2,390
地 方 公 務 員 共 済 2,364  2,390

現 物 給 付 2,178,397  2,182,794
デイケア、ホームヘルプサービス 1,594,721  1,627,556
児 童 手 当 60,731  57,983
社 会 福 祉 1,063,458  1,095,963
就 学 前 教 育 費 470,532  473,610

そ の 他 の 現 物 給 付 583,676  555,238
児 童 手 当 33,328  39,841
社 会 福 祉 550,348  515,396

積 極 的 労 働 市 場 政 策 1,440,029  1,488,846
雇 用 対 策 1,101,587  1,155,517
公 的 雇 用 対 策 1,101,587  1,155,517
職 業 訓 練 210,421  201,687
成人失業者及び 高 リ ス ク

失 業 者 の 再 訓 練
210,421  201,687

若 年 者 対 策 － －

若 年 者 対 策 － －

失 業 対 策 補 助 金 92,491  98,548
補 助 金 付 雇 用 92,491  98,548

障 害 者 補 助 金 付 雇 用 35,530  33,094
障 害 者 対 策 35,530  33,094

失 業 2,892,552  2,220,067
現 金 給 付 2,892,552  2,220,067
失 業 給 付、退 職 手 当 2,892,552  2,220,067
雇 用 保 険 2,883,790  2,213,411
船 員 保 険 8,763  6,656

労働市場理由による早期退職 － －

現 物 給 付 － －

住 宅 － －

現 金 給 付 － －

住 宅 手 当 － －

そ の 他 の 現 金 給 付 － －

現 物 給 付 － －

住 宅 扶 助 － －

そ の 他 の 現 物 給 付 － －

生 活 保 護 910,744  970,264
現 金 給 付 898,975  957,639
所 得 補 助 788,966  850,066
生 活 保 護 788,966  850,066
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年度以降に加算することになったためである。前

年資料（2006edition）では、1997年度についても

就学前教育費分が入っておりこれが控除された（表

3）。

対国民所得比率と対国内総生産比率については、

『平成 19年版国民経済計算年報（内閣府経済社会

総合研究所）』において、公表値が過去に遡って更

新されたことの影響である（表 4、表 5）。

公表資料（38ページ以降）の諸外国については、

2つの理由がある。第 1に各国の国民所得と国内総

生産の額が表 6のように更新されたため。第 2は、

ドイツとイギリスについては、2006editionから

2007editionにかけて、表 7のようにデータの更新

が行われたためである。

ドイツについては公務員制度の年金支出を、「任

意支出」から「公的支出」に戻したため変更になっ

た。すなわち 93SNAと SOCXの連動のため、事

業主負担の年金制度については企業年金と同様の

扱いにすることが当初検討され、2006年版におい

ては「任意私的支出」に計上されたため、「公的支

出」と「義務化された私的支出」の合計を採用し

ているこの数値には入っていなかった。しかし、

のちに公務員制度であっても、確定給付で基金を

有さない制度については一般被用者年金と同様の

扱いにすることに変更されたため、その部分が追

加になっている。

イギリスの「家族」については、就労税額控除

における児童扶養部分が追加されたことにより変

更になった。また、「生活保護その他」については、

計算式の間違いを訂正したことにより更新された

との説明をOECD事務局から受けている。

なお、OECDの SOCXデータベースはオンライ

ンデータベースとして提供されており、随時公表

数値の更新が行われる。平成 17年度社会保障給付

費の【付録】国際比較で使ったOECDのデータは

2007年 8月 30日現在、データベースに収載されて

いる各国データを使った。なお、OECDのデータ

ベースによると、これらのデータは 2007年 6月 28

日に更新されたデータである（表 8）。

区 分 2002年度 2003年度

そ の 他 の 現 金 給 付 110,009  107,573
社 会 福 祉 35  677
公 衆 衛 生 108,752  105,660
地 方 公 務 員 共 済 1,222  1,236

現 物 給 付 11,770  12,625
社 会 扶 助 22  673
社 会 福 祉 22  673

そ の 他 の 現 物 給 付 11,748  11,952
公 衆 衛 生 7,067  7,348
社 会 福 祉 4,681  4,604

合 計 87,014,532  88,549,098
現 金 給 付 48,059,750  48,540,041
現 物 給 付 37,514,754  38,520,210

注：1) 老人福祉費

2) 社会福祉諸費（高齢者居宅介護事業費補助金など）

3) 社会福祉諸費（セーフティネット支援対策等事業費補助金など）

4) 特別児童扶養手当等給付諸費

5) 児童扶養手当給付諸費
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表２ 日本の義務化されている私的社会支出

（百万円）

区 分 2002年度 2003年度

高 齢 3,378,916  2,749,702
現 金 給 付 3,378,916  2,749,702
退 職 年 金 2,390,759  2,239,007
厚 生 年 金 基 金 等 2,188,580  1,854,945
農 業 者 年 金 基 金 等 202,178  384,062
早 期 退 職 年 金 － －

そ の 他 の 現 金 給 付 988,157  510,695
厚 生 年 金 基 金 等 734,556  482,226
農 業 者 年 金 基 金 等 253,601  28,469

現 物 給 付 － －

介護、ホームヘルプサービス － －

そ の 他 の 現 物 給 付 － －

遺 族 － －

現 金 給 付 － －

遺 族 年 金 － －

そ の 他 の 現 金 給 付 － －

農 業 者 年 金 基 金 等 － －

現 物 給 付 － －

葬 費 － －

そ の 他 の 現 物 給 付 － －

障 害、業 務 災 害、傷 病 544,079  561,018
現 金 給 付 544,079  561,018
障 害 年 金 － －

年 金（業 務 災 害） － －

休 業 給 付（業 務 災 害） － －

休 業 給 付（傷 病 手 当） － －

そ の 他 の 現 金 給 付 544,079  561,018
自動車損害賠償責任保険 544,079  561,018

現 物 給 付 － －

介護、ホームヘルプサービス － －

復帰支援（リハビリテーション） － －

そ の 他 の 現 物 給 付 － －

保 健 － －

家 族 － －

積 極 的 労 働 市 場 政 策 － －

失 業 － －

住 宅 － －

他 の 社 会 政 策 分 野 － －

合 計 3,922,995  3,310,720
現 金 給 付 3,922,995  3,310,720
現 物 給 付 － －
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表３ 日本（1997年度）数値の更新について

社会支出総額

億円 家族

2006edition  758,222  27,894
 

2007edition  753,945  23,618
 

2007－2006 △ 4,277 △ 4,277

表４ 日本の国民所得

（億円）

年度

西暦 元号
平成 18年版 平成 19年版

平成 19年版－

18年版

1996  8  3,791,076  3,806,211  15,135
 

1997  9  3,827,635  3,819,989 △ 7,646
 

1998  10  3,725,035  3,689,215 △ 35,820
 

1999  11  3,667,396  3,643,409 △ 23,987
 

2000  12  3,715,975  3,718,039  2,064
 

2001  13  3,609,521  3,613,335  3,814
 

2002  14  3,557,846  3,557,610 △ 236
 

2003  15  3,583,968  3,580,792 △ 3,176
 

2004  16  3,610,126  3,629,009  18,883
 

2005  17  3,676,303 －

出所：内閣府経済社会総合研究所「平成 18年版国民経済計算年報」「平

成 19年版国民経済計算年報」．

表５ 日本の国内総生産

（億円）

年度

西暦 元号
平成 18年版 平成 19年版

平成 19年版－

18年版

1994  6  4,912,675  4,870,175 △ 42,500
 

1995  7  4,999,842  4,964,573 △ 35,269
 

1996  8  5,064,795  5,084,328  19,533
 

1997  9  5,104,658  5,133,064  28,406
 

1998  10  5,013,835  5,033,044  19,209
 

1999  11  4,966,058  4,995,442  29,384
 

2000  12  5,027,831  5,014,488 △ 13,343
 

2001  13  4,923,467  4,936,447  12,980
 

2002  14  4,887,244  4,898,752  11,508
 

2003  15  4,935,532  4,937,475  1,943
 

2004  16  4,961,970  4,982,804  20,834
 

2005  17  5,033,668 －

出所：表 4と同じ．
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表６ 各国の国内総生産と国民所得

市場価格表示の国内総生産（GDP、2003年）

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

億円 10億ドル 100万ポンド 100万ユーロ 100万ユーロ 100万クローネ

2006edition  4,935,532  10,793  1,120,675  2,163,400  1,585,172  2,459,413
 

2007edition  4,937,475  10,785  1,123,854  2,161,500  1,594,814  2,459,413
 

2007－2006  1,943 △ 8  3,179 △ 1,900  9,642  0

要素費用表示の国民所得（NI、2003年）

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

億円 10億ドル 100万ポンド 100万ユーロ 100万ユーロ 100万クローネ

2006edition  3,583,968  8,736  875,571  1,572,220  1,159,143  1,775,092
 

2007edition  3,580,792  8,713  876,883  1,569,110  1,170,164  1,775,092
 

2007－2006 △ 3,176 △ 23  1,312 △ 3,110  11,021  0

出所：日本については表 4と同じ．諸外国については、OECD National Accounts 2007ed.Vol.2aによる．なお、

国民所得額については同資料をもとに社人研で計算した結果を使用．イギリスとアメリカについては会計

年度に調整済み．

表７ 2006editon 2007editionの比較

（各国通貨 100万単位）

ドイツ イギリス

1. 高齢 38,097
 

2. 遺族 2,272
 

3. 障害、業務災害、傷病 3,641  1
 

4. 保健

5. 家族 △ 7,623  5,500
 

6. 積極的労働市場政策

7. 失業

8. 住宅

9. 生活保護その他 1,271

注：2007年の数値から 2006年の数値を控除した結果．
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注

1) OECD Social Expenditure Statistics http://fior-

diliji.sourceoecd.org/vl＝2943704/cl＝33/nw＝1/

rpsv/statistic/s22 about.htm?jnlissn＝1608117x
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